A Short Note on Prepayment of Freight -British Cases- by 椿 弘次
121
運送賃の前払について
一英国の判例の再検討一
椿　　　弘　次
序
??
??
??
??
繕
英法におげる運送賃
運送賃の前払を認めた判例
前払請求権発生の葵件
運送賃の前払に対価は必要か
　び
序
　運送賃（freight，fret）とぱ何かを定義することは難しいといわれている。ω
しかしながら，それが運送契約に因り生じ，その運送契約は，一般私法上の一
種の請負契約であることは明白である。すなわち，運送契約においては，運送
人が荷送人または用船老に対し，物品の運送またはその目的のために船舶もし
くはその一部の提供を約し，これに対して後者が報酬を支払うことを約するも
のである。したがって，例えば，日本民法第633条に定められているように，
運送が完成したときに，運送晶の引渡と交換的に運送賃が支払われるのが建前
である。
　しかるに，この建前とは異なり，様々の場合に「運送賃」という文言が用い
られている。割合運送賃伽oκ物freight，fret　de　dis㎞ce），不積運送賃
（dead　freight，faux　fret）はその例である。さらに，現実の運送契約において
は，運送賃は，運送人の義務の履行の完了前，例えば，運送品の船積がなされ
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たときに支払われるべきものであると約定されている場合が多数ある。そのよ
うな約款は，運送賃前払約款または運送賃確定収得の約款として知られてい
る。それらの約款にもとづいて支払われるべき金銭にも，等しくr運送賃」と
いう名称が付せられている。〔2〕
　そのような約款が生れた背景には，いろいろと考察が加えられ検討されてい
る。｛割運送賃は運送人の主要所得源であり，運送人はそれを稼得することを目
的としている。したがって，運送人が，それを早期に確保したいと望むのは，
理の当然といえよう。これに対し，荷送人が，運送の完成をまってその報酬た
る運送賃を支払うと主張するのも，これまた当然のことといわなげれぼならな
い。このような利害の対立にもかかわらず，法律の建前とは異なる前述の約款
の効力が認められている。その理由は，法典や法理の任意規則たる性質に対し，
契約自由の原則により当事者の特別の意思が優先するからである，と一般に説
明せられている。｛4〕
　そこで，本縞では，そのような約款の生成について，その起原をなした英国
の運送賃の前払に関する若干の先判例を沿革的に検討してみたいと思う。
注（1）犬谷拳一「割合運送賃を認める法律の下での『運送賃の全損』」，『損害保険研究』
　　第32巻4号（1970），p．187．運送賃の定義が困難であることの一因は，運送賃請求
　　権が生じる基礎となる運送契約が多種多様にわたっていることの他に，本来その性
　　質を異にするもの，例えぱ，割合運送賃が，等しく「運送賃」と呼称せられている
　　ところにあるといえる。なお，本稿では船舶賃借料は対象外としている。そして，
　　用船契約についても主として航海用鉛契約を対象とする。
　（2）例えぱ，運送賃の前払を定めた典型的約款の文言は次のようたものである。
　　　「Freig］ユちif　required，shall　be　paid1〕y　the　shippers　in　ful1without　discount
　　or　abatement　at　port　of　shipment　in　excha口ge　for　biユ1s　of　ladi口g　and　when
　　so　prepaid　shall　be　deemed　to　ha甲e　been　earned　on　shipmeI1t，ship　or　goods
　　lost　oτ口ot　lost．」
　　　同様の趣旨の約款が世界的に使用されている。したがって，「現在では，傭船契
　　約たると箇晶運送契約たるとを間わず大部分の海上物晶運送取引においては特約に
　　よる運送賃先払いが行なわれ，法理上とは逆にこのほうが原則となっているといっ
　　てよ』・直」（和座一清「不積運送賃取得の特約」『別冊ジュリスト「海事判例百選」』
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　（1973），　p．105．
　　そして，前払される運送賃には，（1）前払されたが運送が完成しない場合に払戻さ
　れるもの（collectible　freight一運送が完成した場合に敢立可能な運送賃一と同
　じもの），（2）運送契約の約款にもとづき当然前払されるぺきもので，前払されたな
　らば払戻され液いもの（Prepaidfreight；advancefreight一固有の意味におげる
　前払される運送賃），（3）運送契約上，前払されなくとも，その全額においていかなる
　場合にも運送賃請求権が失われることの削・もの（9uaranteed　freight）の3種が
　ある。詳Lくは，犬谷，前掲論文，PP－19←195参照。（2）と（3）は実際上大差は淀い
　ように思われる。それぞれの約款の文言は似かよっており，運送賃請求権発生の時
　期において生じる差異のみであろう。
（3）英法においては，Cα例κ0〃肋82砂∫ω（British　Shipping　Laws　vols2一・3），
　11thed．byRaOulP．Colinvaux，1963，Chapter18および∫c榊κ㎝．肋αα作
　ま幼口肋s伽∂肋1∫oグ五α∂｛惚，17th　ed．by　Wi1liam　L．McNair　and　others，1964，
　Sect．Xがこの点に詳しい鉋
　　なお，小町谷操三博士は，「海商法研究」第四巻（工933）において『英法に於げる
　海上運送賃の研究』．と題して，運送賃の前払について詳細な研究をなされている。
　以下，小町谷，研究（4）として引用する。
（4）小町谷操三「海商法要義」申巻二（I943），p．511etseq。，Ca岬er，前掲書，para．
　11　49．　R．Rodiさre，　τ棚”6　8r6π6棚1∂θ　∂榊〃　物σκま壬刎θ，　tome　i　（1967），　p．　ユ46
　においてもそれは同様に説明されている。
1．英法における運送賃㈲
英法において，運送賃は次のように定義せられている。
r運送賃とは，通常の取引上の意味においては，運送品が運送され，それが
適商性のある状態で到着し，商人に対し引渡の準備が完了したことに対し，
運送人に支払われるべき報酬である。」㈹
　この定義から関らかなように，運送賃誇求権が発生するためには，二つの要
件が充たされなけれぼならない。第一に，運送契約に定められた内容（termS）
を実質的に実現した運送品の運送があったこと。第二に，荷受人に対し運送品
の引渡の準傭が完了し，その旨の通知が伝えられていること。以上の二つであ
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る。例
　第一の要件については，運送契約に定められたところに従い，適時に堪航性
のある本船に運送品を積込み，遅滞なく発航し，通常の航路をとり，陸揚港に
相当なる進捗をもって直航し，かつ，運送品を適切に取扱うことによって充足
される。したがって，相当な理由なくして離路したり，航海に重大な遅延が生
じたりした場合には，当然に，運送賃請求権の発生をおびやかすことになろ
う。
　第二の要件については，陸揚港に到着した運送品の検疫をすませ，引渡の準
傭を整え，船側ないし慣習的なその他の引渡場所において，荷受人が運送品を
引取れるよう整頓し，荷受人に引渡の提供がなされることによって充足され
る。したがって，単に陸揚港に到着しただけでは運送賃の誇求はこれをなすこ
とはできないし，慣習上の碇泊地点に碇泊したとしても，引渡の提供が荷主に
対してなされるまでは運送賃請求権は発生しない。‘割
　そして，運送品の運送があったといいうるためには，船積港で船積されたと
きの運送品の状態が，陸揚港において引渡されたとき，持続されており，かつ，
商取引上の観念において，運送品がその種のものとして同一性を確認Lうるも
のでなければならない。換言すれば，運送の途中において運送晶が損傷を被む
って，その商品価値が低下しているとしても，その種の商品として売却可能で
あれば，運送品の運送があったといえる。値〕
　以上に略述したことは，荷送人もしくは荷受人童たは用船老の運送賃債務発
生の停止条件となる。他の言葉をもって表現すれば，双務契約たる運送契約の
一方の当事者，すなわち，運送人の給付がないときは，他の当事老（ここでは，
荷受人もしくは荷送人等）は自己の給付（すなわち，運送賃の麦払）を免れ
る。
　したがって，運送契約において，運送資講求権発生の要件を緩和することを
認める約款は，専ら運送人の利益のためのものである。ωそのような約款の典
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型が，運送賃確定収得の特約であり，前払運送賃不返還の特約である。それら
の約款の解釈にあたっては，当然のことながら，運送人に不利にかつ制限的に
解釈されなければならない。ω
　運送賃の麦払時期および場所については，運送賃誇求権の発生要件から次の
ことが明らかである。運送賃は，運送の完成地である陸揚港において，運送品
の引渡の提供があったときに支払われるべきものである。運送賃の支払地が，
陸揚港と異っているとしても，運送が完了しないときは，運送賃を支払うこと
を要しない。また，運送品の引渡の提供は，必ずしも，現実の引渡ではなくと
もよく，引渡の準備が完了した旨の通知を荷受人または特に指定された者に与
えることでも足りる。
　そして，このような意味において，運送賃の支払と運送品の引渡とは，同時
交換的である。幽
　支払われるべき運送賃の額は，原則とLて，陸揚港において引渡される数量
に応じて計算されるべきものである。㈱また，荷口毎に別個の船荷証券が作成
されている場合，各荷口毎に引渡の提供がなされたときに，それぞれの船荷証
券言己載の運送賃について支払期日が到来するものである。
注（5）この項については，特に，CarverおよびScmttonの前掲書，月η吻α”
　　〃σ刎ヅ∫C”γゲわ厚2ゲGoo655ツ∫2α，9th　ed．1972，p．188et　seq．，　さら｝こ，　小岡丁
　　谷博士の前掲の二つの著書に依拠した。
　（6）Asfar　v・B1u口de11〔1896〕1Q．B．123。（Scrutton，前掲書，art．139参照）　ち
　　汰みに，1906年英国海上県険塗（Marine　Insurance　Act，1906）第90条では次のよ
　　うに規定して自船自貨の場合の運送の利益を運送賃に含めている。
Interpretation　Of　terロユs
　gO．In　this　Act，un1ess　the　context　or　s1ユbject－matter　otherwise　requires，＿
　　　“Freight”includes　the　profit　derivab1e　by　a　shipowner　from　the
　　e皿ployment　oi　his　ship　to　ca口W　his　own　goods　or　movables，as　well　as
　　freight　by　a　third　party，・・・・…　“．
なお．民湊第576条（運送賃請求権）参照。
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（7）適法性撃の一般的要件は特にいう童でもない。これらの要件に対L，不積運送賃
　等の例外が認められてい札しかしながら，これらの要件を充たしていない点にお
　いて，狭義かつ厳格な意味の運送賃とは牲質を異にする。
（8）　この要件は，もちろん，定期船の場合と不定期船の場合とでは緩厳の差がある。
　一概にはいえないが，前者の場合，一般的公告による引渡の提供で足りよう。検疫
　と荷役準備についての実際的憤行については・国領英雄「荷役準備整頓とFree
　Pra亡ique」雑誌『海運』557号（1974）PP．6ポ75を参照。
（g）　Asfar　v．B1unde11，supra．
（1◎　例えば，「運送賃の前払は，前払金を欲している船主の便宜のための取決め以外
　の何物でもない。」（As　per　Lord　Penzance　in　William　Al1ison汎Bristol
　Ma加e　Insurance　Co一，Ltd．（1876）1App－C蛆209at　p．2仏）　以下において
　は，この事件をAllison　Caseと略称する。
⑪　The　Pantanassa，〔1970〕1Lloyd’s　Law　Rep，153では，用船契約と船荷証券
　の運送賃支払に関する約款において，前老の内蓉を全体とLて踏襲している船荷証
　券に，運送人にとり用船契約におげるよりはより不禾肱約款が挿入されていた直事
　件はその約款にもとづき判決された。それはこの解釈原則にも依拠していると思わ
　れる。
⑫　田申誠二「海商法詳論」（1970），p．328et　seq．にも明らかなとおり，このこと
　は普遍的な原貝uである。Caπer，前掲書，para．1119参照。
⑬C釦wer，前掲書，Para．1158によれば，隆揚時の重量と船積時の重量が異なると
　きは、少い方を計算の基礎とするとされている。このことは，実際に運送されたも
　のを重視し，運送途中の運送品の性質による増量を考慮外におくものである。ただ
　し，Scrutton，前掲書，art．147においては，反対の趣旨の判例に拠って説明され
　ている。
　　他方，日本の国際海上物品運送法は，その第20条1劉こより「運送品ノ重量又ハ
　蓉積ヲ以テ運送賃ヲ定メタルトキノ’其額ハ運送品引渡ノ当蒔二於ケル重量又ハ容積
　二依田テ之ヲ定ム」（商法第755条）としている。
　　しかしながら，この点については特約が多く，特約カミ尊重される。
2、運送賃の前払を認めた判例ω
　前述の運送賃請求権の発生のための要件の緩和は，運送契約当事老間の明示
または黙示の合意によって，英国におピては早くから行なわれていた。その緩
和は，専ら第一の要件，すなわち，運送契約に定められた内容を案質的に実現
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した運送品の運送があったことを緩和する方法で行なわれた。その代表的なも
のが，運送の完成前に運送賃の全部または一部を前払せしめ，当該運送が未完
成に終ったとしてもそれを返還しない旨の特約であ飢
　英国海法の権威であるスクラットソ（Sir　Thomas　E．Scrutton）の名著「用
船契約と船荷証券」（0〃C肋物ゆα7伽M〃B炊ゲ1二〃伽めによれぼ，運
送賃の前払に関する最初の判例は，17世紀の終り頃にみられ私その後，19世
紀の初頭に至り，運送賃の麦払時期，支払方法等に関する約款の解釈をめぐっ
て，多数の係争があったことが理解される。胴それらの判例のつみ重ねを通し
て，運送賃が運送品の引渡とは別倒こ，それと関係なく支払われるべく意図さ
れているかどうかの解釈原則が明らかにされている。㈱そこで，運送賃の前払
に関する指導的判例を頼次検討してみよう。
　（1）Anonymous　Case（1684）2Shower283
　この事件では，運送賃の一部が前払されるべきものとされ，かつ，用船契約
にその旨が記載されていることを条件として，本船が引渡港（delivering　port）
に到着する以前に減失した場合であっても，運送賃のためにする前払金は，当
然，前払されるべきものである，そして，前払された運送賃の割合に応じて，
船員の賃金は支払われるべきものである，と判決された。ω
　この事件の事実関係は不明である。Lかしながら，その当時に特定の航路に
おいて，同業老規則たいし慣行として行杜われていた事実をもとに判決が下さ
れたものと考えられよう。それは，ギルドホールでの予審（a　trial）における
証拠により，との文言から播測せられる。
　そして，運送賃の一部として用船老または荷送人に前払金を提供せしめる特
約ないし慣行は，次のように説明されている。
「船舶が喜望岬以東への航海に用船される（hired）場合，運送人はその目的
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のために船舶に適当な修繕を施すものとする旨，約定される。その修繕にた
いする補償（Co㎜pensatiOn）は，いかなる場合においても，このことのため
に運送人に支払われるべきものであった。」胸
また，
rそのようなやり方は，長途のイソドヘの航海の場合に生じた。航海が長距
離にわたっているため，運送人は長い間無一文の状態になった。しかも，運
送賃は，船荷証券に化体される運送品よりも，第三者に対する担保としてそ
れを質入れすることは，格段に困難である。したがって，荷送人が，最終的
に支払義務を負担するものに対し前払することに合意し，……」⑲
　以上のような説明から，海事金融の一方法として，運送賃と相殺することを
予定して金銭の前払が行なわれたことが推測される。しかしながら，相殺する
べき運送賃が，本船沈没等の事由によって生じない場合であっても，前払金の
返還を認めなかった理由については不明確である。したがって，この判例を典
拠に，運送賃のために前払された金銭の返還を認めないとする原則をたてるこ
とは疑問のあったところといわなげればならないであろう。ω
　前述のAnony㎜ous　Caseにならった初期の判例は，Blakey　v，Dixon事
件刎である。この事件においても，船荷証券の交付の時に運送賃を支払う旨の
約定または契約が，充分詳細こ記載されておれば，船舶の到着または積荷の引
渡の提供をしなくとも，運送賃請求権を主張しうることが判決において明らか
にされた。その判決の中でシェファード（Shepherd）判事は，船舶の出帆に先
立って運送賃を支払う旨の契約をすることは，インドヘの物品運送においては
常に慣例となっている，と述べた。幽
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　（2）「保険料を差引いて」（Subject　to　Insurance　PremiumまたはSubject
　　　tO　InSuranCe）の解釈
　（ユ）に示した判例に依拠して下された判決についで，「保険料を差引いて」と
いう文言と運送賃の前払との関係を如何に解釈するかについての判決が19性紀
に出ている。
　例えば，Hicks　v．Shie1d事件図によれぼ，往復航海のための用船契約にお
いて，r保険料は差引くが無利子とすることを条件とL，300ポソドを限度と
して，船費のために現金が前払されるものとする。」幽と定められていた。さら
に，要求あり次第，追加してさらに300ポソドが，2ケ月分の利子を差引いて，
往航の仕向港に本船到着の時，現金払されるべきものである，と定められてい
た。この規定に従い，300ポソドが船費のために支払われたが，それに対し保
険はつけられなかった。その後，復航の仕向港到着以前に本船が滅失し，その
300ポンドが貸付金（1oan）なのカ㍉　または前払された運送賃（prepaid
freight）なのかの性質決定について争われた。
　判決では，「保険料を差引いて」との文言を判断基準（teSt）として，その文
言が用船契約上に明示されていることから，前払された運送賃であると解せら
れた。㈲キャソベル（Campbeu）判事は，次のように所見を述べた。
rその300ポソドは，一定の控除をなして，前払されるべきものであり，そ
の控除額の一部は保険のためのものである。保険に付すことができるとすれ
ぼ，それは前払運送賃のためのものでなければならない。なぜならぼ，単な
る貸付金はこれを保険につげることができないからである。」
　このようにして，この判決ぽ，運送賃または船費（disbursement）のために
する前払金から保険料を控除することの意義についての指導的判例となってい
る。㈱
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　この判例の持つ意味について，次のように説明されている。講負契約たる性
質を有する運送契約において，運送人の責に困らずして，かつ，免責された原
因によって船舶および／もしくは運送品が減失した場合，運送賃誇求権消滅の
危険は運送人が負担する。しかしながら，この法律上の建前とは反対に，その危
険を用船老童たは荷送人に転稼し，運送賃請求権の存続を認めることを約定L，
その対価として運送賃保険料相当額が，運送人よりその相手方に支払われたの
である。すなわち，運送賃請求権の消滅の危険に対し，運送人が自ら保険契約
を締結L，運送賃相当額の確保をはかる場合と，運送賃債務を存続させ一債
権者主義に危険負担の原貝呵を変え一用船者または荷送人に危険負担の対価
（保険料）を与え，もって運送賃の保険契約を締結し，前払された運送賃の不
返還を約する場合との問に利害において殆んど同一である，といわれている。閉
　これを別に見れば，用船者または荷送人を，運送賃保険者とみなし，その保
険料として運送賃の一部を運送人が支払ったものと解することもできよう。こ
の場合，用船者または荷送人は，再保険契約を保険会杜と締結する，という理
論構成になる。幽
　さらに，運送人のために，用船着または荷送人が彼に代理して，運送賃保険
をつけるよう委任されたと解することもできよう。このような場合，運送賃は，
払戻されうる運送賃（repayab1e　freight）であるが，運送賃保険契約の利益を
荷送人またば用船者に譲渡して，運送人が運送賃を確定的に収得することがで
きよう。因
　このようにして，運送賃または船費から一定額を控除することが約定され，
それが保険料に充てられるということは，その控除に対価釣意義を認めるもの
である。すなわち，運送不成就に因り運送の利益を享受しえない危険を，運送
人ではなく，荷送人または用船者が負担することの対価とみなしうるであろ
う。
　このことば，何を意味するのであろうか。いま，運送契約と運送賃保険契約
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の担保危険との関係を考えてみよう。例えば，堪航担保については，保険契約
上，期聞保険証券の場合を除いて，保険者の填補責任に対する黙示的停止条件
である。㈱これに対し，運送契約上は，船舶が不堪航であったとLても，それ
と運送品の損害との間に因果関係がないかぎり，運送賃講求権は消滅しない。
したがって，前払金一運送賃のためにであれ，船費とLてであれ一に保険
をつげたという事実は，必ずしも，荷送人等を充分に保護したことにならな
い。場合によっては，原則どおり運送賃向払とされている場合よりも不利な立
場に荷送人等を陥れることもあろう。馴こうした事態を防止するための関係が，
保険契約と運送契約との間に存在しなげればならないであろう。そうでなげれ
ば，前払金の性質決定において，r保険料を差引いて」という文言を重視する
意味が減ぜられるからである。
　その意味において，積荷保険証券に，通常結合される協会積荷約款（InStitu・
te　CargO　Clauses）の第9条は重要である。「被保険者と保険者との間におい
ては，船舶が堪航であることをここに承認する」と第9条において規定されて
いる。この結果，前述した事態は，積荷保険契約が運送賃を積荷の評価額の中
に併算Lて評価済保険とたっている場合，回避しうる。幽
　どのような事態においても，運送人が危険負担する場合と荷送人等がそうす
る場合との間に著しい差が生じるのであれば，r利割こおいて殆んど同一であ
る」とはいえなくなる。しかしながら，実際には，保険契約の担保条件の改善
によって前述の著しい差はないとみなしうると判断せられ，ここに運送賃から
の一定額の控除をなすことの対価的意義は充分に成立すると主張されているの
である。闘
注⑭　日本の判例で，運送賃の前払について言及したものは数件記録されている。関治
　　39年に記録された一事件（明39・11・5，犬判，民録12輯1425頁）では・「海上ノ
　　運送契約二因リテ生スル運．送賃ノ請求権ノ・必スシモ運送ノ履行アリタルトキニ葬サ
　　レハ発セスト謂フヲ得ス」と述べて，特約による運送賃請求権の発生要件の緩和を
　　認めている。また，昭和12年に記録された一事件（昭12・12・11，犬判，民集ユ6巻
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　1793頁）では，船荷証券の記載事項についてその記蔵方法をめぐって争われたカ㍉
　「向払運賃ト印刷シタル欄二現払元払運賃元払運賃済等ノ記載アル以上尚証券所要
　ノ運送賃ノ記載ナシト謂フヲ得サルモノトス」と述ぺ，間接的に遵送賃前払の特約
　を認めている。したがって，明確に前払すぺきことを運送契約上に明らかにしてあ
　れぱ，運送賃請求権の発生要件を緩和して，前払等を有効に請求しうることは・目
　本の海よ運送契約の実務においても明らかであるといえる。
⑮　ScmttOnの前掲書a比1必に引用されている判例は，その犬部分が19世紀のも
　のである。
⑲Cawer，前掲書，Paras．114仁1150によれぱ，保険料の負担。運送賃の支払場所・
　利息の負担，契約の内容等から，運送賃の支払についての解釈原貝0がひきだしうる
　ようである。
㈹　判例の全文は次のとおりである。
　　Ano皿ymous，2Shower，K．B．283
　　Freight　is　the　mother　of　wages．　No　freig肚due　if　the　ship1〕e　lost．一1
　Sid．236．　Dougl．541，523．　2Burr．882．　1Bl．Rep－190
　　If　a　ship　be　lost　wages　shall　be　paid　i口proportion　to　the　money　advanced
　for　freight．　This　was　ruled　by　Sa口nders　Chief　Justice，on　evidence　in　a
　trial　at　GuiIdha11．　First，freight　is　the血other　of　wages，a口d　wheresoeveτ
　freight　is　due，wages　is　so．　Second1ア，if　a　ship　be1ost　before　it　come　to　a
　delivering　port，口o　freight　nor　wages　is　due；if　lost　afterw訂ds　it　is　d1ユe　to
　the1ast　deliveri日g　po－t　Th辻dly，advance－money　paid　before，if　in　part　of
　freight，and　named　so　in　the　charter　pa竹y，although　the　ship　be　lost　before
　it　come　to　a　delivering　port，yet　wages　are　due　a㏄ordi口g　to　the　proportion
　of　the｛reight　paid　before；for　the　freighte正s　cannot　have　thei1＝n1oney・
鱒A・p・・P・・k・工i・S…d…wD・・w（1ξ32）3B・＆Ad・μ5ジ・tp泌1・
　運送人が運送行為に全然着手し次い時に，前払請求権が生じるか否かについては疑
　問である。液ぜならば，純然たる金融と異なり，運送契約に基づいて生じる前払で
　あるから，少くとも，当該運送のためにする準億を始めたことが充分明らかになら
　ないと，前払金の支払を請求できたいであろう。
⑲　As　per　Bτe肚エin　Allison　Case，at　p．226．
⑳　船員の賃金請求権についての言及が多いことから，次のような理由が推測されう
　る。すなわち，少くとも航海が進捗した程度において，船員が前払された金銭上に
　σ吻滅”〃舳”’（履行相当金額の請求）に類似の権利を取得することを認めたもの
　であろ㌔そして，航海の不成就の故に，その前払金の返還を認めるとすれば・運
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　送人および衡平に基づく口伽弼肋椛榊刎あを得た船員を不利な立場に陥れるため，
　運送人からすらも船員淡賃金を得られなくなる危険か生じる。したがって，船員の
　保護のためにも前払金の不返還を資金力のあった当時の商人の犠牲において認める
　ことが，妥当であると考えられたのかもLれない。
　　このようにして，「私は，その法理は誤った原貝口に基礎を置くものであり，決して
　満足すべきものではない，と恩う。」（As　per　Cockbum，C．J．inBrynev．Schiller
　and　others（1870－1）6Ex．Ch．319，at　p．325）といわれたり，「運送品の運送に
　対Lてではなく，運送晶を積込みそれを運送することを引受けることに対して支払
　われる金銭」が前払される運送賃である（As　per　Blackbum，J．in　Allison　Case，
　at　p．229），といわれている回
臼ヵ　　（1800），2B．＆　P．321。
⑳　De　Silvale　v．Kenda11（18ユ5），4M．＆＆37およびSamders　v．Drew，supra
　も本件と同旨の判例である包両事件とも，“in　paymentof　freight”，“by　wayof
　freight”という文言を重視してい飢椥こ，前者では，ロソドソーカルカヅタ問
　往復の用船契約について争われている。
⑳　（1857），7E。＆B．533。
鋤　「．．．…cash　for　ship’s　disbursements　to　be　advanced　to　the　extent　of3001。，
　free　of　interest，but　subject　to　insurance．・・・…　」
⑳　したがつて，例えばMashiter　v．Buuer（1807），1Camp．84事件におげるよ
　うに，陸揚港と運送賃支払場所とが異なっているだけで，保険料等の控除がなされ
　ていないと，それは払戻されることのある運送賃と解せられる。
⑳　この事件の判例を踏襲LたものにJackson仏Issacs（1858），3H．＆N．405（運
　送賃は，保険料を差引いて，4ケ月の期隈付手形の引受によって支払われる旨定め
　られていた。），Frayes　w　Worms（1865）19C．B．（N．S．）159（運送賃は，保険
　料を差引いて出帆の目より6ケ月後に支払われるぺきであった。），Rodocanachi，
　Sons＆Co．v．Mi1bum（1887），18Q．B．D．67（船費のためにする充分な金銭が，
　要求あり次第，保険料のみを差引いて運送賃のために前払されるぺきであった。），
　およびDufourcet＆Co．v．Bishop（1887），18Q．B．D．373（用船契約は，要求
　あれば，全運送賃か利息および保険料を差引いて前払されるぺきであった。）の四
　つの事件があるo
㈲　As　per　Brett，J．in　A11ison　Case，at　p．223，小町谷，研究（4），PP．3ト36．
鶴　R，Rodiさre，D榊彬肋〆な伽θ，（Pr6cis　Dalloz）5e　ed。（1971）p．259．
鶴　もちろん，運送賃保険契約を譲渡L次いで，運送賃をc011ectible次ままにLて
　おいてもよい。例えば，Tamvaco　v．Simpson（1866）LR．1P．C．363事件にお
　いては．運送人たる船舶所有着が保険をつげ，保険証券を用船者に預げたが，それ
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　により前払された運送賃を収得したものと判断され㍍　これに対し，Wiuiam　v・
　North　Ch止咽Ins．Co．（1876）3Asp．M。α342事件では，運送賃から保険料を
　控除し，その保険料をもって用船老は運送賃に保険をつげたが，その保険契約は運
　送人のためにつけられたものであり，運送人はその保険契約を遠認できると判決さ
　れた。
　　Frayes　v・WOms，supraでは，用船者等運送賃のために前払をLた者は，実際
　上，還送賃の買主であるとの所見が述ぺられている（As　per　Byles，J．atp．177）。
　しかしながら，正Lい見解とは思われない。
臼◎　葛城照三・犬沢清一訳「アーノルド海上保険」（第三巻）（1965），p．220，大森忠
　夫「保険法」（法律学全集31）（1967），P．234等。
　　例えば，Ca岬er，前掲書，par孔1154参照。田中誠二r海商法詳論」（1970），p
　268をも参照。
⑳　例えぱ，船舶が発航の当時不堪航な状態にあったにもかかわらず，出港し，途
　中，荒天に遭遇して荷崩れをおこL，積荷の液状薬剤が漏失したとしよう。期問保
　険証券でないかぎり，保険者は堪航承認約款（8ω〃0””閉棚λ6刎肋36αα㈱2）が
　なけれぼ免責される。これに対し，運送人は，積付に過失がないかぎり，運送賃請
　求権を失なわ榊、この場合，荷送人等は前払運送賃の返還を求めえないとすれ
　ば，不利な立場におかれよう。
鉤　犬森忠夫，前掲書，PP．2絵235参照。
鶴　注㈲参照。なお，和座一清，前掲論文，p．105も同旨であろう。ただし，遅延
　（delay）に対する保険法上の態度と運送契約のそれとの間の差異については，別途
　に検討されるぺき問題であると思う。
3．前払請求権発生の要件
　運送賃の前払を求めた約款が，運送契約上に認められる場合，運送人がその
運送契約の履行に着手した時，運送賃の前払請求権が発生す私換言すれぼ，
その運送契約に基づき運送されるべき運送品の船積準備が完了し，遅滞なく積
込に着手することが，その請求権発生の要件となる。
　しかしながら，特定の時をもって前払の期日ないし期隈とすることもでき
る。そのような場合，先に述べた要件が充足された後の時点に，期日ないし期
限を設定できるのであって，それ以前に設定しても，その要件の充足を解除条
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件とするものと解すぺきであろう。なぜならば，運送行為が開始しないときに
は，前払された運送賃は無原因給付となるからである。
　支払の期日たいし期隈が定められた場合，それの到来のときに，前払の請求
権は発生する。例えぱ，出帆（Sai1ing）の時に運送賃が前払されるべきことが
定められている場合，現実に本船が出帆した時が支払期日の到来である。そし
て，ある事件では出帆の条件は次のように説明されている。す注わち，航海の
準備を整え，船積港において，航海の開始を意図して当該船積港をかなり離れ
た（fair1y　starts　from　the　port）場合に出帆があったといいうる。鈎したが
って，障害物があったために，本船乗組員以外の海員の上陸が遅れ，夕刻出帆
の予定が，出帆が半日遅れた場合，その日のうちに出帆があったとは認められ
ない。その結果，前払の請求権はその日のうちに発生しなかったとされた。㈲
　また，しばしぼ，船荷証券の署名の時に，運送賃が前払されるべき旨，約定
される。例えば，一事件鯛において，用船契約に次の文言が記載されていた。
r運送賃は，次の通り支払われるべきものとする。……すなわち，利息，保
険料等に対する3劣を差引いて，船荷証券に署名がなされた時，現金で3分
の1，残額は陸揚の時，現金払されるものとする。」
　ところが，船荷証券は運送品の船積後24時間以内に署名されるぺきものであ
ったにもかかわらず，航海開始後で，かつ，船荷証券署名前に本船が沈没した
ことを理由に，用船老は署名のために船荷証券を呈示することを拒否した。し
かしながら，船積後24時間経過したときには一用船老が船荷証券の呈示を手巨否
しても，前払運送賃に対する請求権を運送人は取得する，と判決された。
　他方，前払請求権の発生と前払されるべき運送賃の支払場所とは，関係がな
い。すなわち，単に，前払されるべき運送賃の支払場所が，運送品の陸揚港と
異なっているという事実のみでは，それが当然に確定収得運送賃となるもので
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はない。例えば，Mashiter　v．Bul1er事件剛こよれば，船荷証券は，運送品は
リスボンで引渡されるべき旨定めていたが，運送賃の支払については次のよう
に定めていた。すなわち，運送品に対する運送賃はロンドソで支払われる，荷
送人はロンドソにおいて運送品の運送賃を麦払う，と定められていた。したが
って，これは，運送賃の支払場所を定めたのであって，運送賃の前払を定めた
ものではないから，契約の履行がなかったときは運送賃の支払義務は生じない，
と判決された。
　しかしながら，前払される運送賃と陸揚港で支払う運送賃との間に差があり，
荷送人が自已の選択に従い，より低廉である前払する運送賃を支払った場合に
は，そのことは，運送品の引渡とは関係なく支払われた運送賃とみなされるこ
とがある。鯛そのような場合，その差額に危険負担に対する対価的意義が認め
られたものと解することができよう。そして，そのようた場合の前払請求権は，
第一に，荷送人が前払する運送賃を選択したこと，第二に，その運送賃が陸揚
港で支払う運送賃よりも低廉であること，第三に，前払の期日ないし期限が到
来していること，以上の三つの要件が充たされた時，充分に発生する。
　他方，運送賃の計算の基礎が，陸揚港におげる陸揚数量によるものとされて
いる場合であっても，そのことを以て，陸揚数量の見積りに基づき運送賃が前
払されるべきことを定めた約款の効力を否定することはできない。鯛
　ただし，見積数量と実際の陸揚数量との間に差がある場合，個々の事清に基
づいて運送賃の繕算が行なわれることはある。例えぼ，陸揚数量が，航海の途
中において生じた海固有の危険によって，見積数量よりかなり少くなっていた
とLても，当然に到着すべきであった運送品の陸揚数量に基づいて精算され，
前払された運送賃との差額は，運送人と荷受人との間で決済される。同様に，
航海の途中で運送品の全損が生じ，それが免責危険に因るときは，その特定の
運送品のその特定の航路での取引の通常の目減り（ordina町trade　loss）を差
引いた部分に対して，前払運送賃は精算されることとなる。
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　したがって，運送契約において，荷送人等が運送賃を前払すべきことが明確
に規定されており，かつ，他の約款と充分に調和・統一してそのように解釈さ
れること㈹が，前払運送賃請求権の発生の一つの要件となる。そして，運送行
為の一部なりとも実行に着手することが，前払運送賃誇求権の第二の要件とな
る。㈹第三の要件は，前払運送賃請求権の発生の時を特約により特定の時期に
定めた場合は，その時期が到来することである。⑳
注鋤　Thompsonマ．Gi1lespy（1855）5E、＆B・209；r資格を有する海員が乗船し，
　　船舶が説関の出港手続完了の旨の書類を具備L出港の許可を得て，運送を意図した
　　積荷を船積し，かつ，抜錨し、その時に充分に航海のために適Lた状態にあれば・
　　その時が出帆の時である。」（As　per　Parke，B．in　Roelandts　v．Ha匝ison（1854）
　　23L　J．Ex．169，at　p．173）
　鯛　Sea　Insura皿ce　Co・γB1ogg〔1898〕・2Q・B・398・
　鯛　The　Oriental　Steamship　Co・，Ltd・w　Tylor〔1893〕・2Q・B・518；Coker＆
　　Co．，Ltd．v．Limerick　S．S，Co．，Ltd．（1918），87LJ．K，B・767（この事件では，
　　運送品の積込完了前1こ鉛剛こ火災が発生し，船舶は沈没した。そして，Payab1e　on
　　sig皿ing　bills　of　ladingの意味は，「個々の船荷証券に署名の際に支払われるべき」
　　ものであると解せられ，運送人は運送賃の比例部分に請求権を有すると判決され
　　た。）しかしながら，これとは反対に，荷送人の破産等の事態の発生により運送人
　　が船荷証券に署名することを差止めよ3とする申出が荷送人側からなされると・た
　　とえ署名の準備が完了している場合であっても，運送人は運送賃請求権を失うと判
　　決されてもいる（万κ加物N枇ol㎜；椛Chi1d（1873）2Asp・M・C・165）。後者の
　　判決は誤判であろう（C鉗ver，前掲書，Para．1148参照）。
　鋤　（1807）1Camp．84．
　鱒　AndrewsγMoorhouse（i8工4）5Taunt．435（船積地で支払う運送賃率の方が
　　2ボソド低廉であった。）；L妃gett帆Pe㎜im（1862）u　C．B．（N一＆）36Z
　鯛A11ison　Case参照。次お，笑際上の敢扱については，浜谷源蔵「貿易売累の研
　　究」（1964），at　pP．185一・191参照。
　㈹　The　Queensmore（1893）53Fed．Rep．1022；Manie1dγMaitland（1821）4
　　B．＆Ald．582（この事倖では，船長は，船舶が便用するために現金の供与を受げ
　　ることができた何そねこ墓づき，何がしかの現金が船長に与えられたが，運送賃の
　　前払を求める約款はなかった。したがって，その供与は貸付金であった。）
　⑳　小町谷操三「海商澄要義」（中巻二）（1943），p．509。
　陶　注鋤～鯛参照。Smi此，H皿＆Co．v．Pyma口，Be11＆Co一〔1891〕1Q．B．742
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　（この事件では，前払運送賃ぱ要求あれぱ（if　required）支払われるぺきであった。
　したがって，運送人の側において運送賃前払の請求をなす以前に生じた滅失は・運
　送賃の収得を妨げる。）
4．運送賃の前払に対価は必要か
　17世紀の末葉に下された判決とそれに依拠する判決においては，運送賃の前
払に対し，運送人から荷送人等への対価の提供を求めていない。しかるに，19
世紀に判決された諸事件において，運送賃の前払及δ不返還に対して，利息の
提供及び保険料の負担に言及し，それを前払運送賃不返還の重要な判断基準と
して採り上げている。そして，手形割引におけるのと同様，運送賃の前払に対
し何％かの利息を控除することが行なわれ，前払される運送賃から保険料が控
除してあれぼ，荷送人等は運送賃の不返還に同意したものと解された。
　いずれの判決が正しいかはさておき，そのような相違がよってきたるところ
は何かを，まず，検討してみたい。
　先に紹介Lたように，17世紀末葉の無名の一事件の背景の説明において，そ
の当時のイソド航路におげる慣行に言及がなされている。すなわち，東イニ■ド
航路のような長途の航海において，運送人が長い間無一文となるのを防止する
合理的な方法として，運送賃の前払が行なわれたのである。そして，運送賃の
前払を運送契約に定めてある場合はもちろん，船長たいし運送人の要求があれ
ぽ，荷送人等ぼそれに応じ運送賃との名目で前払金を提傑した。この場合に，
一旦，前払された運送賃の返還を認めない理由は，恐らく，冒険貸借そのもの
かまたはそれに類似した考え方に求められたのではなかろうか。それに敢えて
名称を与えるとすれば，冒険貸借の性質を有する運送賃とでもいえるのではな
かろうか6鶴
　17世紀末葉の海事金融における冒険貸借の役割と地位を考慮するならぱ，運
送契約理論からすれぱ異常である前払運送賃不返還の慣行幽は，海事金融の面
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からこのようにして合理的に説明しうると思う。この観点に立つならぱ，運送
賃の前払を請求するにあたって，特に対価を提供しなくともよいであろう。
　これに対し，「保険料を差引いて」運送貧を前払することを求め，前払運送
賃の不返還を約する慣行は，これを請負契約としての運送を契約理論から説明
しうるし，諸判例が「保険料を差引いて」との文言を重視したのも契約理論か
らであったことは明らかである。すなわち，講負契約においては，危険負担は
債務者主義がとられ，運送人が危険を負担する。しかし，運送賃は，海上運送
事業の主要最大の所得源であるから，できるだけ早螂こ，かつ，確定的に収得
Lたいとの意思が運送人に働くのは当然である。この意思の実現を計る方法
は，危険を運送人から債権者側（すなわち，荷送人または用船者）に転稼する
ことである。すなわち，運送賃を前払せLめ，それを確定的に収得することで
ある。そこにおいて，保険料箱当額の控除は，荷送人等が危険負担に任じるこ
とに対する対価としての意義を有する。それを以て，荷送人等は既払運送賃に
代表される希望利益とLての運送賃に保険を付して危険の再転稼を計るのであ
る。
　こうした慣行が一般に、行なわれていた19世紀の金融・保険の事情を考えると，
海事金融の一方法としての冒険貸借が次第にすたれ，国際的な金融機関の登場
と海上保険制度の整備が一方にあったことが明らかである。約したがって，17
世紀末葉の不完全にしか採録されていない判例の理論とは別の理論に立って，
純粋に運送契約上における前払運送賃の意義を考えなけれぽならないのであ
る。そこで，運送賃の前払に対L，また，それを確定的に収得することに対し，
それぞれに対価の提供がたされるべきか否かを考えてみたい。
　結論から先に述べるならぽ，英法においては，反対の意思が明確に表示され
ている場合を除いて，運送賃の前払並びに確定収得に対して対価の提供がなさ
れるべきである。その理由は，対価の提供なくして加重された債務を負担しな
いとの約因の理論に求められる。周知のとおり，英法においては，契約の申込
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に回答期隈を付しその申込の撤回を一定期間しないと表示しても，対価が与え
られるか捺印された書面による場合の他，申込老はそれに拘東され恋いとされ
る。⑳これは，商取引の実際には適しないものとして，米国の統一商法典（§2
－203（Sea1s　Inoperati∀e）および§2－205（Firm0伍er））ではこの原則はと
られていたいが，約因の法理を厳格に徹底させたいとの英法の考え方と解しう
る。したがって，これと同様の解釈を前払される運送賃の確定収得にも適用し
てよいのではないか。さらに，英法においても，日本法においても，衡平の見
地から，運送が完成しない場合であっても，その原因が運送人の責に帰せしめ
ることができないときは，荷受人または用船者が享けた利益の範囲において，
運送人には割合運送賃の請求が認められている。鋤Lたがって，これとの釣合
いのうえからも，荷送人または用船者は運送賃保険料相当額と前払に伴なう利
息の運送賃からの控除の請求をなしうるであろう。
　しかしながら，危険負担については当事者の意思が優先するから，運送契約
の文言が明確に確定収得運送賃（9uaraI1teed　freight）となることを示し，か
つ，そのことに対する対価の提供を否認Lている場合，運送賃はその全額にお
いて請求しうるものであり，確定的に取立可能なものである。
注陶　田中誠二r海商法詳論」（1970），P．556によれぱ，冒険貸借は19世紀のはじめ頃
　　童で盛んに行なわれたようである。したがって，運送賃と呼称されていても，それ
　　をもって狭義の運送賃とみなさず，船舶所有者と荷主の共同企業体意識，コンメソ
　　ダとの関連において，広義ないし別種の「運送賃」と考えるぺきであろう（小町谷
　　操三「海商法要義」（中巻二）（1943），P．512注一，犬野栄三「保険代位と保険関
　　係」牒険学薙誌』（第451号），1970，P．4et　seq．のコソメ：ノダについての説明参
　　照。
　⑭　As　per　Brett，J．in　A11ison　Case，at　p．226。したがつて，KirchnerγVenus
　　（1859）12Moore　P－C．361事件において，その当時の判例の傾向と異なる意見が
　　のぺちれたのは当然のことである。すなわち陸揚港への本船の到着以前に，船積港
　　において運送晶の椅送人によって支払われるぺき金銭は，それが船荷証券上に還送
　　賃の名称をもって記載されているという理由で，運送賃の法的佳質を獲僑するもの
　　ではなく、運送賃に附随Lて生じる法的諸権利を獲得するものではない（at　p．
456
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　390），と述べられた。この見解は，、17挫紀の一判例に多犬の拘束カを認めることは
　疑間のあるところであることを明確にしたものとみることができる。
鶴　注陶の田中誠二，前掲書，P．556参照。葛城照三「議案海上保険契約論」（1966），
　第1編第2節参照。
⑳　ルso〆5〃ωoグCo絨〃cま，22nd　ed．by八G．Guest，1964，p．58参照。
㈹　Scmtton，前掲書、蛆t．146，Carver，前掲書，Para．1138etseq．商法第755条，
　負茎760条，　およ0＝婁奪763条2；貢o
結　　　　び
　英法の判例理論において，一見，矛盾していると思われる諸判例も，それら
を言幸細に検討すれば，かなり一貫したかたちで説明が可能であると思う。ある
判事は，「運送賃が前払された場合，それは回復（reCOVer）されたいとの法は
確固として確立されており，当法廷はもちろんのこと，控訴院に・おいてすら，
それから離脱することはできない。」と述べている。また，その法理は誤った
原貝町に基礎を置くものであり、決して満足すべきものではない，とも述べられ
ている。㈱しかしながら，当時の一般的な事情と運送賃の前払を求めることの
主たる動機とを考慮するならば，古い法理に依拠して判断すること自体に誤り
の原因が求められるべきであって，その判事の所見をそのまま認めることはで
きないであろう。
　現在の海運の実務においてほ，運送賃は，運送契約の明示の約款により，そ
の大部分は確定収得運送賃の性質を有している。しかも，そのことに対し対価
の提供は否認さやている。鱒純理論的に考えれば　荷送人・用船者は極めて不
利な立場におかれているかのように思われる。しかしたがら，これを経済的観
点から考慮して，運送の危険負担を荷送人または用船者に集中レその分だけ
運送賃を低廉にしておくこととその逆の場合の差を考えれぼ，前者の場合がよ
り経済的といえよう。なぜならば，荷送人は保険によって自己の運送品を充分
に保護してもらうためには，到達地における運送品の価額を協定保険価額とL
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それに全部保険をつげることが必要である。そして，到達地における保険価額
には，未払であろうと支払を要しないことに結果的になろうと，通常，運送賃
は含められる。⑳したがって，運送賃の確定的支払によらて保：険料相当額の控
除を得放い場合でも，ほぼそれに相当する額の保険料の負担は，荷送人等の側
に常に生じるといえよう。それ故，運送賃確定収得約款（“freight　to　be
considered　as　e趾ned”clause；la　clause“fret　acquis註tout6▽6nement”）
は経済的にも契約法上からも，保険制度の発達と相侯って，充分に合理的に説
明可能であり有効なものである。㈲
注鶴　As　peτCockb1』rn，C・J．in　Bryne　v・Schiller（18704）6Ex　Ch・319・at　p皿
　　324－5．　同じ事倖において，外国法は，運送賃が前払されそれが返還を要しないた
　　めには，当事老聞の明示の合意がなければならないことを要求しているのに対し，
　　葉法においては，明文を以て鋳除されていないかぎり，前払運送賃確定奴得の黙示
　　の合意があるものとの前提に立っている（at　p－327），とも述べられた。
　鶴　例えば，目本郵船株式会社のコソテナ船用船荷証券の運送賃約款（第30条3項）
　　は，次のように定めて，明確に対価の荷送人の側からの請求と運送人の側からの提
　　供の双方を否認している。なお，注（2）参照。
　　　Full　freight　shal1be　paid　o血damaged　or　unsomd　goods．Freight　shal1
　　be脾id　in　cash　without　any　o儘set，counterdaim　or　discount．　Ful1freight
　to　the　port　of　discharge　or　place　of　delivery　na血ed　here・i口shal1be　consider・
　ed　completely　eamed　on　receipt　of　the　goods　by此e　Co㎜pany　whether　the
　freigbt　be　stated　or　intended　to　be　prepaid　or　to　be　collected　at　the　intended
　port　or　place．　The　Compaoy　shall　be　entitled　to　au　freight　and　otl＝ier
　charges　due　here－mder，whether　the　ship　and／or　goods　be　lost　or　not　or　the
　▽oyage　be　broken　up　or　abandoned　at　a旦y　stage　of　the　entife　tfansit・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（下線筆者）
的　その典型的な例は，C　I　F契約の場合である。この契約においては・別異の特約
　がないかぎり，C　I　F価格にその10％分を加えたものをもって保険価額とし，その
　全部について保険がつげられる（イソコタームズ，C　I　F売主の義務（5）参照）。F
　OB契約の揚合でも，慎重な買主は同様にするであろ㌔また，イタリー航行湊は
　その第516条において，積荷の保険価額を到達地におげる価額を原則とし，これが
　算定されないときは，船積の地および時に’おける価額に一割の希望利益，船積費
　用，傑険費用などを加えたものを保険価額としている　（犬森忠夫r保険法」（法律
458
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　143
　学全集31）（1967），P．233参照）。
㈲　フラソスにおいても，運送賃保険との関係をめぐって運送賃前払約款の有効性が
　争われた（R．Rodiさre，D”o毒〃”〃伽彦，（Pr6cis　Dalloz）5畠ed。（1971）p．258）。
　しかしながら，1885年8月15貝の法律によって運送賃保険が許容されたことから，
　圃約款の有効性が争われなくたったといわれる（K　Rodiさre，前掲書・P・258およ
　び小町谷操三r海商湊要義」（中巻二）（1943）p．505）ところから判断しても，保
　険料の負担を運送人の側まこおいてするのか否かは，重要な判断基準であると思㌔
459
